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1 R6.8.20 R6.9.2 4三支土第948号 道路維持工事その２（単価契約） 17 1 1

(条例第7条第6号)
設計書中の価格及び価格を算出するための情
報等を開示することにより、以後の類似工事
の発注案件において予定価格が類推されるこ
ととなり、公正な入札等の遂行に支障を来す
おそれがあるため。

総務局三宅支
庁土木港湾課

2 R6.7.4 R6.9.2

裁決（2総総法査第994号ないし同第996号）
裁決（3総総法査第543号ないし同第547号）
裁決（4総総法査第441号）
裁決（4総総法査第442号）
裁決（4総総法査第443号）
裁決（4総総法査第444号）
裁決（4総総法査第445号）
裁決（4総総法査第446号）
裁決（4総総法査第447号）
裁決（4総総法査第448号）
裁決（4総総法査第449号）
裁決（4総総法査第450号）
裁決（4総総法査第451号）
裁決（4総総法査第452号）
裁決（4総総法査第516号）
裁決（4総総法査第517号）
裁決（4総総法査第518号）
裁決（4総総法査第519号）
裁決（4総総法査第620号）
裁決（4総総法査第621号）
裁決（4総総法査第622号）

303 1
総務局総務部
法務課

3 R6.7.4 R6.9.2

裁決（31総総法査第131号）
裁決（3総総法査第201号）
裁決（3総総法査第250号）
裁決（3総総法査第251号）
裁決（3総総法査第252号）
裁決（3総総法査第293号、同第294号及び4総総法査第315号）
裁決（3総総法査第327号）
裁決（3総総法査第573号）
裁決（4総総法査第146号）
裁決（4総総法査第154号）
裁決（4総総法査第269号）
裁決（4総総法査第324号）
裁決（5総総法査第342号）
裁決（5総総法査第895号）
裁決（6総総法査第128号）

182 1
総務局総務部
法務課
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4 R6.7.4 R6.9.2

裁決（2総総法査第172号）
裁決（2総総法査第836号）
裁決（2総総法査第988号）
裁決（2総総法査第989号）
裁決（3総総法査第295号及び同第296号）
裁決（3総総法査第406号）
裁決（3総総法査第602号及び同第634号）
裁決（4総総法査第112号及び同第113号）
裁決（5総総法査第820号ないし同第822号）

134 1
総務局総務部
法務課

5 R6.8.26 R6.9.2
〇〇こと〇〇が東京都知事のした公文書不開示決定の取消し等を訴求した民事訴訟に係る
訴訟記録その他当該訴訟の追行に係る一連の事務処理の過程において東京都知事及びその
機関が取得し、又は作成した一切の公文書

1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は
特定の個人を識別することができないが権利
利益を侵害するものであるため

総務局総務部
法務課

6 R6.8.20 R6.9.3
判決書（東京高裁平成２６年１月２２日判決）
調書（決定）（最高裁判所第三小法廷平成２７年４月２１日決定）

18 1 1
(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるため

総務局総務部
法務課

7 R6.8.22 R6.9.5
（1）平成11年12月21日に○○からあったホームタウン移転の申入れに係る文書
（2）上記申入れに対して、平成12年1月25日にした承諾に係る文書
（3）上記に関する一連の協議に係る文書

1
開示請求日時点で作成及び取得しておらず、
存在しないため

総務局行政部
振興企画課

8 R6.8.24 R6.9.5
平成5年9月27日に、○○から提出された、プロサッカーチーム誘致に関する陳情に係る文
書

1
開示請求日時点で作成及び取得しておらず、
存在しないため

総務局行政部
振興企画課

9 R6.8.25 R6.9.6

法務大臣が、一人づつ死刑執行を承認するように、都民の自由を奪う強制執行を東京都
が、（たとえば、都内の一般家庭に設置してある水道メーターを、住居世帯主の了承や裁
判所命令なしに、撤 去 工 事 を強制執行）する場合に都知事が承認処理するフロー図、
代理承認の委任状、等、都知事の承認処理について。 存在しない場合は、存在しないとの
決定通知を発行願います。

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在
しないため

総務局総務部
情報公開課

10 R6.8.30 R6.9.11 工事の設計変更について（第2回設計変更）道路災害防除工事（5三宅の2）その2 62 1
三宅支庁土木
港湾課

11 R6.9.6 R6.9.19

都知事の名において「朝鮮人犠牲者追悼式典」に送り続けてきた「追悼の辞」につき、東
京都が平成29年に送らないと決 定した、その決定を示す文書そのもの。またその決定に至
る 経緯と理由を示す資料等につき、建設局に関連する資料を含まない、文書と関係資料等
の一切。

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在
しないため

総務局総務部
情報公開課

12 R6.9.6 R6.9.20 総合防災訓練実施要領 3 1
総務局総合防
災部防災戦略
課

13 R6.9.6 R6.9.20 令和６年度　東京都・板橋区合同総合防災訓練の中止について 1 1 1

(条例第7条第6号)
公にすることにより、本来の業務目的以外の
架電が大量に又は無差別にされるなど、実施
機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるため

総務局総合防
災部防災戦略
課

14 R6.9.6 R6.9.20
（１）9都県市総合防災訓練に総理等が視察を中止する旨の要請文及びその要請文を受けて
検討した日時内容が分かる文書
（２）東京都・板橋区合同防災訓練の中止の告知文及び連絡先一覧のうち、連絡先一覧

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在
しないため

総務局総合防
災部防災戦略
課

15 R6.9.9 R6.9.20 関東大震災100年出張博物館における展示物データ 61 1
総務局総合防
災部防災戦略
課
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16 R6.9.9 R6.9.20

（１）５総契委第174号　委託契約請書
（２）事務連絡「関東大震災100年出張博物館における展示物」借用のお願い
（３）令和５年９月22日付05総防管第1523号　東京都行政財産使用承認申請書および承諾
書

3 1 1 1 1

(条例第7条第2号)
公にすることにより、偽造等による犯罪の予
防に支障をきたすおそれ及び財産等への不法
な侵害を招く恐れがあるため
(条例第7条第2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別するこ
とができるもの及び他の情報と照合すること
により特定の個人を識別することができるこ
ととなるものであるため
(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法
人等の事業に多大な影響を及ぼすおそれがあ
ると認められるため
(条例第7条第6号）
公にすることにより、本来の業務目的以外の
架電が大量に又は無差別にされるなど、実施
機関の事務の適正な遂行に支障を及ぼす恐れ
があるため

総務局総合防
災部防災戦略
課

17 R6.9.9 R6.9.20
（１）あのような展示内容を決めた日時、内容が分かる文書
（２）見学者の感想文

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在
しないため

総務局総合防
災部防災戦略
課

18 R6.9.10 R6.9.20
令和６年４月12日付傷害事件を起こした○○が受けた取り調べ調書
（令和６年９月４日完成）

1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は
特定の個人を識別することができないが権利
利益を侵害するものであるため
(条例第7条第6号)
服務監察の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ
があるため

総務局コンプ
ライアンス推
進部コンプラ
イアンス推進
課

19 R6.8.1 R6.9.30

●東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター支援員研修の「研修実施報告
書」
●6総人権人第296号「「令和6年度第1回性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援事業に係
る専門家懇談会」講師依頼について」
●令和6年7月11日付6総人権人第296号通知
●6総人権人第347号「令和6年度第1回性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援事業に係る
専門家懇談会の開催について」
●令和6年7月30日付６総人権人第347号通知

18 1
総務局人権部
人権施策推進
課

20 R6.8.1 R6.9.30
●東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター支援員研修に関する文書
・企画書
・請求書

2 1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるため
(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法
人等の事業に多大な影響を及ぼすおそれがあ
ると認められるため

総務局人権部
人権施策推進
課

21 R6.8.1 R6.9.30 ●東京都性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター支援員研修に係る研修資料 75 1 1 1

(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法
人等の事業運営上の地位が損なわれると認め
られるため
(条例第7条第4号)
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそ
れがあるため

総務局人権部
人権施策推進
課


